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１－１ 生活様式の転換の促進 

 

１ ごみ減量・リサイクル推進の普及啓発（森林環境総務課） 

 

（１）ごみ減量化等の経緯 

平成12年6月、「循環型社会形成推進基

本法」が公布されました。この法律では、循

環型社会を構築するにあたっての国民、事

業者、地方公共団体、国の役割が規定さ

れているとともに、処理の優先順位が初め

て法定化され、1-発生抑制、2-再使用、 

3-再生利用、4-熱回収、5-適正処分という順位とされました。また、平成3年に制定された「再生資

源の利用の促進に関する法律」が一部改正され、平成12年6月に「資源の有効な利用の促進に関

する法律」が公布されました。これは、循環型社会を形成していくために必要な3Ｒ1の取り組みを総

合的に推進するための法律です。 

ごみの減量化に向けては、県民、事業者、行政がそれぞれの役割に応じて、まず、ごみを減ら

す工夫をし（リデュース）、さらには何度も繰り返して使い（リユース）、そのうえで、どうしても出るご

みは、資源回収に回して再資源化（リサイクル）することが必要です。 

 

（２）普及啓発活動等の推進 

県では、ごみ減量・リサイクル推進のため、次の普及啓発活動等を行いました。 

①ごみ減量・リサイクル推進キャンペーン 

やまなし環境月間（5月30日～6月30日）、環境美化の日（5月30日、ゴミゼロの日）を中心として、

平成24年度に次のキャンペーン等を実施しました。 

○ 消費者団体など関係団体等と連携して、駅、大型小売店等で、啓発物品を配布し、ごみの減量とリサイ

クルの推進を呼びかけた。 

○ 各市町村においても、ごみの一斉収集活動や各種イベント開催時等に地域住民等に呼びかけた。 

 

                                                   
1 Reduce（リデュース：廃棄物の発生抑制）、Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサイクル：再資源化） 

 
 

１ 循環型社会システムの確立 

 
 

容器包装リサイ
クル法（H12.4完
全施行）

家電リサイクル
法（H13.4完全
施行）

食品リサイクル
法（H13.5完全
施行）

建設リサイクル
法（H14.5完全
施行）

自動車リサイク
ル法（H17.1完
全施行）

（基本的枠組み法）

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律

資源の有効な利用の促進に関す
る法律（H13.4完全施行）

グリーン購入法（H13.4完全施行）

循環型社会形成推進基本法（H13.1完全施行）

（個別物品の特性に応じたリサイクルの推進）

（国、地方公共団体等が率先し再生品を調達）

（廃棄物の適正処理の推進） （３Ｒを推進）
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②ポスター・標語コンテスト 

ごみの散乱防止と3R推進の普及・啓発活動の一環として、昭和57年度から県下の小・中・高等

学校の児童・生徒を対象にポスター・標語コンテストの募集を行っています（平成24年度で31回

目）。平成24年度は、ポスター579点、標語3,824点の応募があり、優秀作品を表彰するとともに、関

東甲信越静環境活動推進連絡協議会のコンテストに応募出品しました。 

 

③マイバッグの利用推進 

レジ袋、包装紙等の削減によるごみの減量化を図るとともに、県民一人ひとりがごみの減量化の

必要性を自覚し、使い捨てのライフスタイルを見直す契機とするため、消費者、事業者に買い物袋

（マイバッグ等）の持参や簡易包装への協力等を呼びかけており、毎年10月を環境にやさしい買い

物キャンペーン月間として、マイバッグ等の利用促進を目的とした啓発キャンペーンの実施や県・

市町村の広報媒体を活用した普及啓発を行っています。 

また、平成19年度から、事業者、消費者団体、行政等を構成メンバーとして設立された「山梨県

ノーレジ袋推進連絡協議会」と協働し、レジ袋無料配布中止などレジ袋を削減する運動を推進す

るとともに、平成22年度から、「やまなしエコライフ県民運動」の7つのエコ活動の一つとして、「マイ

バッグ運動」を推進しています。 

 

④省資源・省エネルギー運動の推進 

省資源・省エネルギーの重要性や環境にやさしいライフスタイルの定着についての意識啓発を

図るため、次のとおり月間キャンペーン等を実施しました。 

○ 夏季及び冬季の省エネルギー対策について、ポスター掲示等により、県民への呼びかけを

行いました。 

○ 10月の環境にやさしい買い物キャンペーン月間において、テレビ・ラジオスポットやポスター

掲示等により、消費者、事業者への呼びかけを行いました。 

 

 

 

２ ごみ減量・リサイクル推進の施策（森林環境総務課） 

 

（１）ごみ減量化やまなしモデルの推進 

住民をごみの減量化の実践に導く動機付けとなる効果的な手法と推進すべきリサイクル分別収

集品目を示した「ごみ減量化やまなしモデル」に基づき、市町村に対して地域の実情に応じた実施

を促し、本県の家庭ごみのより一層の減量化を図ります。 

 

＜ごみ減量化やまなしモデル＞ 

①発生抑制等・リサイクル分別収集を推進する手法 

住民に動機付けを与える次の3つの手法により、ごみの発生抑制等・リサイクル分別排出の実践

活動に導いてごみ減量化を図ります。 
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ⅰ 規制的な手法（戸別収集） 
ステーション収集方式から可燃ごみ等の門先への排出による戸別収集方式へ転換 

ⅱ 経済的な手法（有料化） 
住民に対する費用負担の公平性が高く、仕組みがわかりやすい指定袋・単純従量制による

有料化 
ⅲ 奨励的な手法（奨励策） 
家庭での生ごみ処理により生成される堆肥を奨励品と交換 

 

②推進すべきリサイクル分別収集品目 
既存のリサイクル分別収集品目に加え、「ミックス紙」「生ごみ」「廃食油・剪定枝・衣類」をリサイク

ル品目として分別収集してリサイクルの推進を図り、焼却・最終処分されるごみの減量化を図りま

す。 

 

③ごみ減量化やまなしモデルの推進 
ごみ減量化やまなしモデルに沿った市町村事業に対して支援を行うことにより、モデルの実践を

促して、山梨県のごみ減量化を推進していきます。 

 

（２）環境にやさしいイベントの推進 

県内では、県や各種団体等により、年間を通じて様々なイベントが開催されています。イベントは、

多くの人が参加し、華やかなものですが、一方で多くの廃棄物が排出され、資源やエネルギーが

消費されています。このため、イベントを開催する際に、環境に与える負荷をできる限り低減するこ

とにより、持続可能な循環型社会の実現を目指すとともに、イベントに参加する県民等の環境保全

に向けた意識の醸成を図るため、環境にやさしいイベントの開催を推進しています。 

 

 

 

３ 企業、事業者における環境対策への支援等 

 

（１）多量排出事業者排出抑制推進事業（環境整備課） 

県内の事業者の産業廃棄物（事業系一般廃棄物を含む）の発生抑制に関する積極的な取り組

み状況を公表し、適正な取り組みを行った事業者を認定することにより、事業者の発生抑制に向け

ての取り組みを支援します。 

平成24年度は、68事業者（建設業45社、製造業18社、その他5社）が参加し、発生抑制の取り組

み状況や削減目標の達成状況、廃棄物の適正処理の状況などを確認し、平成25年度において、

各事業者の積極的かつ適正な取り組みが認められた事業所に対して認定を行います。 

 

（２）ISO14000シリーズ指導事業（産業支援課） 

各企業の環境保全に関するISO14000シリーズの取得を支援するため、民間コンサルタントの専

門家を取得希望中小企業に派遣しています。 
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（３）金融面における支援（商業振興金融課） 

本県では「山梨県商工業振興資金融資制度」の中に「環境・雇用対策資金（環境対策融資）」を

設け、中小企業を対象とした低利融資の仕組みを整えています。 

 

○融資の概要 

環境対策融資 
① 融資対象 

資本金又は出資金が3億円以下の法人又は常時使用する従業員の数が300人以下の法人、個人及び組合 

② 対象施設 

・事業活動に伴って生じる大気の汚染、水質の汚濁、騒音、振動、悪臭等の公害を防止するための施設・設備 

・代替フロン・脱フロン型物質を使用し、又は特定フロン等を回収するための施設・設備 

・ISO14000の認証取得、HACCPシステムを導入し、総合衛生管理製造過程の承認取得のための資金 

・リサイクル等に資する施設・設備 

・国土交通大臣が認定した低公害車を購入又はその燃料充填設備（ガソリン、軽油及びLPGを除く）の整備 

・知事が認定した粒子状物質減少装置の整備 

・環境保全、環境に対する負荷を軽減するための山小屋等のトイレ整備 

・許可を受けた一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設の整備及び変更許可を受けた既施設の改築 

・産業廃棄物を自ら処理するのに必要な施設・設備 

・省エネルギーに資する施設・設備 

③ 融資条件 

・利率 責任共有2.0% 全部保証1.8%（山梨県信用保証協会の保証を条件としない場合2.1%） 

・貸付限度額 設備資金 5,000万円以内 

（省エネルギー対策関係） 

設備資金 1億円以内 

（産業廃棄物処理対策関係） 

設備資金 2億円以内 

運転資金 2,000万円以内 

※ただし設備資金、運転資金を合わせて2億円以内 

・償還期間  設備資金 7年以内（１年以内の据置を含む） 

（山小屋等のトイレ整備関係）及び（省エネルギー対策関係） 

設備資金 10年以内（1年以内の据置を含む） 

（産業廃棄物処理対策関係） 

設備資金 10年以内（2年以内の据置を含む） 

運転資金 7年以内（2年以内の据置を含む） 

・償還方法  元金均等割賦償還 

 
○融資の状況 

年度 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

貸付件数（件） 3 7 3 3 3 5 1 7 5 1

貸付実績（千円） 8,120 283,100 29,460 172,370 22,100 70,745 3,300 98,050 33,480 12,500
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１－２ 資源の循環的な利用の促進 

 

１ 容器包装リサイクル法と山梨県分別収集促進計画（森林環境総務課） 

 

（１）第六期山梨県分別収集促進計画の推進 

「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律」により、平成9年4月からガラ

スびん、ペットボトル等7品目を対象に分別収集が施行されました。また、平成12年4月から一部猶

予されていた容器包装3品目も対象とされ、法的には完全実施となり、平成13年4月からは、プラス

チック容器包装と紙製容器包装の識別表示（マーク）も義務化され、消費者がゴミを出すときの分

別が容易となりました。 

更に、リサイクルより優先されるべきリデュース、リユースを推進しすべての関係者の協働を図り、

社会全体のコストの低減により容器包装廃棄物の3Rの一層の推進を図ることとした改正法が平成

20年4月から完全施行されました。 

これらの動きに伴い、県内市町村では、平成19年度策定した第五期の市町村分別収集計画（平

成20～24年度、5箇年計画）の実施状況を踏まえ、平成22年度に第六期の市町村分別収集計画

（平成23～27年度、5箇年計画）を策定しました。 

県が策定した本計画は、同法第9条の規定に基づき、第六期の市町村分別収集計画を集約す

るとともに、第五期の計画の実施状況を踏まえ、容器包装廃棄物の分別収集及び分別基準適合

物の再商品化を総合的かつ計画的に進めるための基本的方向を明らかにし、一般廃棄物の減量

化とリサイクルを通じて廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図り、循環型社会シ

ステムの構築に寄与しようとするものです。 

 

（２）計画の概要 

①計画の基本的方向 

本計画の基本的方向は次のとおりです。 

ア 容器包装廃棄物の発生抑制、再使用、再利用の促進 

イ 県民に対する普及啓発の充実 

ウ 地域の実情や特性、多様化するライフスタイルに対応した、市町村における効率的な

分別収集体制の促進 

エ 再商品化製品の積極的な使用の促進 

 

②計画期間 

本計画の計画期間は、平成23年4月を始期とする5年間とし、3年ごとに改定します。 

 

③対象品目 

本計画は、無色のガラス製容器、茶色のガラス製容器、その他のガラス製容器、その他紙製

容器包装、ペットボトル、その他プラスチック製容器包装（白色トレイのみの分別収集も可）、スチ

ール製容器、アルミ製容器、段ボール、飲料用紙製容器（紙パック）の10品目が対象です。 
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④市町村分別収集計画の策定状況 

県内27市町村の全てが市町村分別収集計画を策定しました。 

 

⑤品目ごとの分別収集計画市町村数 

対象品目／年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

無色ガラス製容器 27 27 27 27 27

茶色ガラス製容器 27 27 27 27 27

その他ガラス製容器 27 27 27 27 27

その他紙製容器包装 16 16 16 16 16

ペットボトル 26 26 26 26 26

その他プラスチック製容器包装 26 26 26 26 26

（うち白色トレイ） 20 20 20 20 20

スチール製容器 27 27 27 27 27

アルミ製容器 27 27 27 27 27

段ボール 27 27 27 27 27

紙パック 24 24 24 24 24
※白色トレイについては、単独で分別収集を行う 市町村数

 

⑥計画品目数別の市町村数 

計画品目数／年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

10品目 16 16 16 16 16

9品目 8 8 8 8 8

8品目 2 2 2 2 2

7品目 0 0 0 0 0

6品目 1 1 1 1 1  

⑦容器包装廃棄物の排出量の見込（法第9条第2項第1号） 

（単位:t）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

57,719
容器包装廃棄物排出見込み量

58,794 58,511 58,243 57,978
 

⑧分別収集見込み量（法第9条第2項第2号及び第3号） 
（単位:t）

対象品目／年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

無色ガラス製容器 1,742 1,721 1,701 1,699 1,696

茶色ガラス製容器 1,972 1,996 2,023 2,058 2,099

その他ガラス製容器 1,161 1,155 1,158 1,179 1,204

その他紙製容器包装 602 589 575 564 552

ペットボトル 1,269 1,270 1,266 1,269 1,268

その他プラスチック製容器包装 2,556 2,541 2,524 2,517 2,513

（うち白色トレイ） 40 41 41 41 41

スチール製容器 1,971 1,923 1,879 1,881 1,882

アルミ製容器 934 926 921 922 922

段ボール 6,343 6,294 6,247 6,245 6,241

紙パック 193 192 194 193 194 
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⑨容器包装廃棄物の排出抑制及び分別収集の促進に関する事項（法第9条第2項第4号） 

容器包装廃棄物の減量やリサイクルを着実かつ効率的に推進するため、次の施策の展開を

図ります。 

ア 容器包装廃棄物の排出の抑制及び分別収集の促進の意義に関する知識の普及 

イ 市町村相互間の分別収集に関する情報の交換の促進 

ウ 市町村等におけるごみ減量・リサイクル推進事業への財政的支援 

 

※平成23年度市町村の分別収集状況 
容器包装リサイクル法の実績（森林環境総務課調べ） 

区分 分別収集計画量(t) 分別収集実績量(t) 収集率 

無色ガラス容器 1,742 1,794 103.0% 

茶色ガラス容器 1,972 1,781 90.3% 

その他ガラス容器 1,161 1,119 96.4% 

紙製容器包装 602 254 42.1% 

ペットボトル 1,269 1,210 95.4% 

白色トレイ 40 35 86.8% 

白色トレイ以外 2,516 1,028 40.9% 

スチール製容器 1,971 1,606 81.5% 

アルミ製容器 934 885 94.8% 

段ボール製容器 6,343 6,738 106.2% 

飲料用紙製容器 193 148 76.7% 

 

 

 

２ 資源の循環的な利用の促進 

 

（１）使用済み自動車のリサイクルの促進（環境整備課） 

「使用済自動車の再資源化等に関する法律」により、平成17年1月から新たな自動車のリサイク

ルシステムが本格的に稼働しました。この法律は、自動車メーカー、自動車所有者、解体業者・破

砕業者等関連事業者の役割を義務づけ、自動車に関わるすべての関係者が協力して使用済自

動車のリサイクル・適正処理を図り、廃棄物を削減し、資源の有効利用を促進する循環型社会を構

築することを目的としています。 

県では、法に基づくリサイクルシステムが円滑に機能するよう、自動車所有者への啓発普及活動

や相談業務を行うとともに、引取業者・解体業者等の関連事業者を監視指導しています。 
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１－３ 廃棄物の適正処理の推進 

 

 

１ 一般廃棄物2の状況（環境整備課・大気水質保全課） 

 

一般廃棄物は、市町村が処理に関する計画を定めるものとされており、各市町村は計画に従い

一般廃棄物の減量に努めるとともに、生活環境の保全に支障のないよう処理を行っています。 

県では、一般廃棄物の処理が適正になされるよう、各市町村に対し、処理計画の策定等につい

て必要な助言を行うとともに、施設の整備等について技術的な支援を行っています。また、ごみ処

理施設、し尿処理施設等に対して、計画的に立入検査を行い、二次公害を未然に防止するため

の助言を行っています。 

 
（１）ごみ処理等の状況（環境整備課） 

①ごみの収集・処理量の推移 

家庭や事業所で発生したごみの量（以下「総排出量3」という）の推移は、次のとおりです。 

区 分 ＼ 年 度 Ｈ14 Ｈ15 H 16 H 17 H 18 H 19 Ｈ20 H21 H22 H23

計画処理区域人口（千人） 887 886 884 882 879 876 870 866 864 861

ごみの総排出量（千ｔ／年） 348 348 349 347 349 339 328 320 316 316

１人１日当たりの排出量（ｇ） 1,027 1,030 1,031 1,017 1,036 1,010 984 965 955 961

ごみ排出量の推移

平成23年度のごみの総排出量は年間約31万6千tで、前年度から横ばいとなっています。ま

た、1人1日当たりの排出量4は961gと、前年度に比べて6g増加しました。 

 

②ごみ処理の状況 

県内の集団回収量を除いたごみ処理量の内訳は、家庭系のごみとして市町村等が直営又は

委託により収集しているものが71.6%、事業系ごみとして事業者が焼却施設等へ直接搬入する

か市町村の許可業者が収集するものが28.4%となっています。 

収集・直接搬入されたごみは、次ページのとおり中間処理等がされており、最終的に再資源

化されるものが13.9%、減量化されるものが76.5%、最終処分されるものが9.6%となっています。 

                                                   
2
 産業廃棄物（事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法律・政令で定める20種類のもの）以外のものをいい、私たちの日常生活
から生じる家庭系の廃棄物及び20種類以外の事業系の廃棄物の総称。 

3 ごみ総排出量＝収集運搬量＋直接搬入量＋集団回収量 
4 1人1日当たりの排出量＝(収集運搬量＋直接搬入量＋自家処理量)÷総人口÷年間日数 
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ごみの中間処理施設はごみ焼却施設10施設（処理能力合計1,239t/日）、粗大ごみ処理施設

3施設（処理能力合計145t/日）、資源化等を行う施設6施設（処理能力合計100t/日）、ごみ固形

燃料化施設１施設（処理能力10t/日）などとなっています（中間処理施設一覧は資料編に掲載）。 

 

（２）し尿処理の状況（環境整備課・大気水質保全課） 

し尿処理の基本は、し尿を生活の場から容易に、かつ、迅速に排除し、排除したし尿を環境に

悪影響を及ぼすことなく衛生的に処理することであり、公衆衛生の向上及び生活環境の保全を図

るうえで重要です。水洗化のニーズに応えるため、下水道の整備及び浄化槽の設置が進められて

います。 

①し尿の処理状況（環境整備課） 

し尿の処理状況については下表のとおりです。し尿の収集は全ての市町村で、業者が許可を得

たうえで行っています。市町村による計画処理量はくみ取りし尿と浄化槽汚泥と合わせると16.3万

kl/年であり、これらは農地還元されるものを除き、し尿処理施設において衛生的に処理されていま

す。 
 （単位：kl/年）

Ｈ14 Ｈ15 H 16 H 17 H 18 H 19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23

し尿処理量 197,263 175,685 178,846 177,040 176,636 174,070 172,545 167,212 165,532 163,461

し尿処理施設 194,690 172,602 176,371 175,053 174,707 171,953 170,490 165,142 163,216 152,616

海洋投入処分 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

農地還元 2,367 2,831 2,229 1,984 1,925 2,114 2,052 2,067 2,305 2,313

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 8 8

計 197,057 175,433 178,600 177,037 176,632 174,067 172,542 167,209 165,529 154,937

自家処理量 206 252 246 3 4 3 3 3 3 3

＊浄化槽汚泥を含む。

計
画
処
理
量

区 分 ＼ 年 度
し尿の処理状況

 

(単位：ｔ）

収集ごみ
［収集形態］ 274,270

可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ 粗大ごみ
その他
のごみ

直接搬入
ごみ

集団回収量

227,421 13,251 29,823 3,696 79 28,529 13,496

処理量

305,673

［処理形態］ 焼却施設
粗大ごみ
処理施設

資源化
施設

ＲＤＦ
化施設

その他
の施設

直接資源化

251,573 20,639 19,778 1,756 200 11,727

（直接）

258,222 6,649

焼却残渣

中間処理による資源化量 30,650

直接埋立 0
23,787

最終処分量
5,649他の中間処理施設の処理残渣

資源化量

29,436 55,873

※　収集ごみの量と処理量は、計量の時点が異なること等により、誤差が生ずる。

総　　人　　口

861,183人

総排出量

316,295

平成23年度ごみ処理のフローシート 
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②浄化槽（大気水質保全課） 

浄化槽は、し尿と台所・浴室等から排出される生活雑排水とを併せて処理する施設です。下水

道と同等の水質が得られ設置費用も安価なことから、家屋が散在する地域を中心に有効な手段と

して関心が高まっており、平成24年度末現在の設置数は、149,190基となっています。 

平成24年度末における処理方式別、人槽別浄化槽設置基数は次の表のとおりです。 

 
 
 
（３）空き缶等への対策（森林環境総務課） 
一般道路やその周辺、市街地の広場や公園などでのごみの散乱は、自然や生活環境の美観を

損ねるばかりでなく、人に不快感を与え、また、環境衛生上の問題を生じます。このため、県では、

快適で美しい環境を保全することを目的とし、昭和59年3月「山梨県空き缶等の散乱防止に関する

条例」を制定しました。また、県下26市町村においても（山中湖村を除く）同様の条例が制定されて

います（平成20年5月1日現在）。 

県では、昭和55年以降「空き缶等散在実態調査」を県内主要道路12地点で行っており、その結

果は次の図のとおりです。調査地点での空き缶等の散乱数は、多少の変動はありますが、年々減

少してきており、昭和55年を基準とすると平成24年度はおよそ19分の１の水準となっています。 

 

 

～20 21～100 101～200 201～300 301～500 501～ 合　計

腐敗型 11,383 1,105 152 54 26 0 12,720

ばっ気型 21,681 2,317 154 30 12 1 24,195

分離接触
ばっ気

55,488 5,841 38 7 2 0 61,376

分離ばっ気 13,388 1,108 10 3 1 0 14,510

散水ろ床 4 0 0 0 0 0 4

その他 29 0 0 0 0 0 29

小計 101,973 10,371 354 94 41 1 112,834

分離接触
ばっ気

663 493 39 15 14 0 1,224

嫌気ろ床接
触ばっ気

8,265 55 1 1 1 0 8,323

回転板 0 1 3 6 4 1 15

接触ばっ気 130 917 607 281 193 58 2,186

散水ろ床 0 0 0 0 0 0 0

活性汚泥 7 66 99 52 54 23 301

長時間ばっ
気

0 0 2 18 15 27 62

標準活性汚
泥

0 1 3 4 5 5 18

その他 22,745 1,292 101 32 29 28 24,227

小計 31,810 2,825 855 409 315 142 36,356

合 　　　計 133,783 13,196 1,209 503 356 143 149,190

浄化槽の設置基数（人槽別・処理方式別）

浄化槽の設置基数（人槽別・処理方式別）

処理方式　　　＼　　　人槽

単独処理浄
化槽

合併処理浄
化槽
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２ 産業廃棄物の状況（環境整備課） 
 

産業廃棄物とは、建設業、製造業などの事業活動に伴って生じる廃棄物のうち、汚泥、がれき

類、廃プラスチック類など20種類に限定されています。平成23年度の発生量を対象に平成24年度

に実施した「産業廃棄物実態調査（簡易調査）」の結果は、次のとおりです。 

 

(１)産業廃棄物の発生、排出の状況 

本県の産業廃棄物の発生量（農業から発生したものを除く。）は、1,672千t/年であり、このうち有

価物量44千t/年を除いた排出量は発生量の97.4%にあたる1,628千t/年でした。 

排出量を業種別にみると、電気・水道業が482千t/年と最も多く全体の29.6%を占め、次いで建

設業465千t/年（28.6%）、鉱業362千t/年（22.2%）、製造業289千t/年（17.7%）と続き、この4業種で

全体の98%を占めています。次にこれを種類別にみると、汚泥が984千t/年と最も多く全体の60.4%

を占め、次いでがれき類421千t/年（25.8%）、廃プラスチック類30千t/年（1.8%）、動植物性残さ24

千t/年（1.5%）の順となっています。 

種　類 排出量（千t/年） 構成比（%） 種　類 排出量（千t/年） 構成比（%）

電 気 ・水 道 業 482 29.6% 汚           泥 984 60.4%

建    設    業 465 28.6% が   れ   き   類 421 25.8%

鉱           業 362 22.2% 廃プラスチック類 30 1.8%

製    造    業 289 17.7% 動植物性残さ 24 1.5%

そ    の    他 30 1.8% そ    の    他 169 10.8%

合           計 1,628 100.0% 合           計 1,628 100.0%

業種別排出量 種類別排出量

 

 

（２）産業廃棄物の処理の状況 

各事業所から発生した産業廃棄物（農業から発生する廃棄物を除く。）の処理の状況は、次の

図に示すとおりです。 

山梨県空き缶等散在実態調査品目別調査結果

0

200

400

600

800

1,000

H20 H21 H22 H23 H24 調査年度

単位：個

空き缶

空きびん

ペットボト
ル

紙パック・
その他
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３ 廃棄物対策（環境整備課） 

 

（１）第2次山梨県廃棄物総合計画 
大量生産、大量消費型の社会経済活動は、県民生活を豊かにする一方で、大量の廃棄物が発

生し、最終処分場のひっ迫や、不法投棄などの問題を生じさせるため、環境への負荷の低減が図

られる循環型社会への転換が必要となっています。 
こうした中、国では、循環型社会を実現するための基本となる循環型社会形成推進基本法や各

種リサイクル法を整備し、廃棄物の発生抑制、循環的利用及び適正処分を推進しています。 

発生量1,672千t/年（A）のうち2.7%にあたる44千t/年（B）が有価物として再利用され、残りの97.3%にあたる1,628千t/年（C）が

産業廃棄物として排出されている。排出量1,628千t/年（C）は、一部が自己中間処理（D）され、再生利用（E1）や減量化（F）が

行われる。この自己中間処理後の残さの量と自己未処理量（G）を合わせたものを搬出量（H）と呼んでいるが、これはさらに自

己最終処分（I）又は委託処理（K）される。委託処理では、中間処理（L）による減量化（N）や再生利用（M1）又は最終処分

（M2）（O）が行われる。 

この結果、発生量の43.1%にあたる721千t/年（S）が資源化され、43.9%にあたる734千t/年（T）が減量化され、12.8%の214千

t/年が最終処分されたことになる。 

(単位：千ｔ/年)
(A) (B) (S)

1,672 44 721
〈 100.0% 〉 〈 2.7% 〉 (E1) (R) 〈 43.1% 〉

677
《 41.6% 》

(C) (D) (E) (I)

自 己 自己中間 自 己
中間処理量 処理後量 最終処分量

1,628 884 203 191
〈 97.3% 〉 《 54.3% 》 《 12.5% 》 《 11.8% 》
《 100.0% 》 県内：191

(F) (G1) (H) 県外：

自 己
減量化量

681 838 (J)
《 41.9% 》 〈 50.1% 〉

(G) 《 51.4% 》

自 己 3
未 処 理 量 《0.2% 》

744
《 45.7% 》 (G)自己未処理量内訳

(G1)自己未処理自己再生利用量 0 (K)
(G2)自己未処理自己最終処分量 172 委 託
(G3)自己未処理委託中間処理量 568 処 理 量
(G4)自己未処理委託直接最終処分量 1 643
(G5)自己未処理その他量 3 《 39.5% 》

県内：509
県外：134

(L) (M) (M1)

委 託 委託中間 委託中間処理

中間処理量 処理後量 後再生利用量

642 589 568
《 39.4% 》 《 36.2% 》 《 34.9% 》

県内：509 (N) (M2)
県外：133 委 託

減量化量
53

《 3.2% 》

(T) (O) (P) (Q)

委 託 直 接 委 託
最終処分量 最終処分量

734 1 22 214
〈 43.9% 〉 《 0.1% 》 《 1.4% 》 〈 12.8% 〉
《 45.1% 》 県内：0 《 13.1% 》

県外：1

注 1)発生量等の数値は、t／年でとらえたデータを四捨五入し、千t／年で示した。
2)〈　〉：発生量に対する割合
3)《　》：排出量に対する割合

最終処分量

そ の 他

減 量 化 量

搬 出 量

委託中間処理

後最終処分量

21
《 1.3% 》

0
《 0.0% 》

自己未処理自

排 出 量

己再生利用量

発 生 量 有 償 物 量

自己中間処理

109
《 6.7% 》

資 源 化 量

再生利用量
後再生利用量
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本県においても、山梨県公害防止条例の見直しを行い、平成17年3月、廃棄物等の発生抑制、
循環的利用及び適正処分についても盛り込んだ山梨県生活環境の保全に関する条例に改正しま

した。この条例に基づき、県民、事業者、行政が取り組むべき責務を定め、廃棄物等の発生抑制

等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成18年2月に山梨県廃棄物総合計画を
策定しました。この計画は平成22年度が終期となることから、引き続き廃棄物対策への取り組みを
進めていくため、平成23年8月、第2次山梨県廃棄物総合計画を策定しました。 
 

○計画の位置付け 廃棄物の処理及び清掃に関する法律に定める法定計画であるとともに、

山梨県生活環境の保全に関する条例第61条に基づく計画 
○計 画 期 間 平成23年度から平成27年度までの5年間 
○計 画 の 対 象 山梨県生活環境の保全に関する条例第59条に定める廃棄物等 
○計 画 の 目 標 

基　準　年 目　標　年
平成20年度 平成27年度
（千ｔ） （千ｔ）

排出量 328 293 △10.7%
生活系ごみ 225 197 △12.4%
事業系ごみ 88 80 △9.1%
集団回収量 15 16 +6.7%

18.5% 25.0% +6.5ポイント

29 26 △10%

9% 9% 0ポイント

1,841 1,764 △4.2%
(1,391) (1,215) (△12.7%)
50% 50% 0ポイント
(65%) (70%) (+5ポイント)

144 105 △27.1%

8% 6% △2ポイント
(10%) (9%) △1ポイント

項　　目 増減

一般廃棄物
再生利用率

最終処分量

最終処分率

※（）内は、上下水道汚泥を除いた値

産業廃棄物

排出量

再生利用率

最終処分量

最終処分率

 

○各主体の役割 
主　体 役　　　　　　　割

県　民
日常生活に伴うごみの排出者として、発生抑制等に努めるととも
に、市町村の行う適正処理に協力すること。

事業者
事業活動に伴い廃棄物を発生させることから、発生抑制に努める
とともに、循環的利用、適正処分を行うこと。

市町村
一般廃棄物について、発生抑制に係る県民、事業者の自主的な
取り組みを促進するとともに、循環的利用、適正処分を行うこと。

県 　県内の廃棄物処理に係る総合調整的な役割を担うこと。  
○廃棄物等の発生抑制等のための施策の推進 
循環型社会の形成に向け、廃棄物等の発生抑制、循環的利用及び適正処分に係る施策

を総合的かつ計画的に推進する。 
 
 
（２）一般廃棄物の適正処理 

本県では、一般廃棄物の不適正処理による生活環境の汚染及び処理施設からの二次公害を防

止するため、次の対策を講じています。 

 

①一般廃棄物の計画的な処理 

市町村では、ごみ及び生活排水の処理について、長期的視点に立った一般廃棄物処理基本

計画及びこれに基づく一般廃棄物処理実施計画（毎年度）を策定し、一般廃棄物の適正処理を行

うこととされており、県では、各市町村の処理計画策定等について、必要な助言を行っています。 
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②一般廃棄物処理施設の維持管理 

市町村では、一般廃棄物処理施設の適正な維持管理を行うため、機能検査並びに放流水、ば

い煙等の検査を定期的に実施しています。また、県においても、一般廃棄物処理施設への立入検

査実施要領による立入検査や放流水等の検査を実施し、処理施設が適正に維持管理されるよう

支援を行っています。 

・放流水の検査 

ごみ処理施設、し尿処理施設及び埋立処分地施設の放流水を採水し、基準に適合してい

るかを検査し、必要に応じ助言。 
・施設への立入検査 

施設への立入検査を定期的に実施し、適正に維持管理されているかを監視。 
 

 

（３）一般廃棄物処理広域化計画 

ごみの排出量の増大等に伴う最終処分場の確保難、リサイクルの必要性の高まり、ダイオキシン

類対策等の高度な環境保全対策の必要性等、適正なごみ処理を推進するに当たっての課題に対

応するため、国は、平成9年5月28日付けで各都道府県あて、ごみ処理広域化計画を策定するよう
通知しました。 
県は、平成11年3月に「山梨県ごみ処理広域化計画（以下「旧計画」という。）」を策定しました。
旧計画は、平成10年度から平成19年度を計画期間とし、ごみの発生抑制やリサイクルを進め、どう
しても処理しなければならないごみについては、24時間連続運転の焼却施設で処理し、ダイオキ
シン類の削減とエネルギーの有効活用を図り、環境に十分配慮した広域的なごみ処理システムと

することを基本とし、ごみ処理の効率性、余熱利用としての発電の効率性・経済性等を考慮し、将

来的には300t/日以上の焼却施設の整備が可能となるよう県内を3ブロックに区分し、既存の焼却
施設の更新時期にあわせてブロック内の他施設への集約化や100t/日以上の施設の新設等により
段階的に広域化を進め、旧計画策定時に17あった焼却施設を平成19年度までに10施設に集約
することを目標としていました。 
旧計画の推進により、平成14年12月から新たに灰溶融固化施設を備えた24時間連続運転の焼
却施設が3施設稼動し、焼却灰の資源化による最終処分量の削減やごみ発電の導入などのサー
マルリサイクルの推進が図られるなど、ごみ処理の広域化が推進され、焼却施設数についても目

標としていた10施設に集約されたところです。 
県では、旧計画の計画期間満了に伴い、市町村等における効率的なごみ処理を広域的に行っ

ていくことは、一般廃棄物に係るダイオキシン類の削減はもとより、循環型社会の形成に向けたリサ

イクル等の推進や最終処分量の削減、また、スケールメリットを活かした公共コストの縮減などが更

に期待されることから、平成20年3月に平成20年度から平成29年度を計画期間とする新たな「山梨
県ごみ処理広域化計画（以下「新計画」という。）」を策定し、引き続きごみ処理の広域化を推進し

ていくこととしました。 
新計画においては、ごみの排出抑制やリサイクルの推進を図りながら、現在10あるごみ焼却施
設を平成29年度までに5施設に集約することを目標としています。新計画によるごみ処理の広域化
により、ごみ発電等による未利用エネルギーの活用や県内のごみ焼却施設から排出されるダイオ

キシン類の更なる削減、公共コストの縮減等の効果が期待されます。 
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（４）広域的な一般廃棄物最終処分場の確保の推進 
市町村に処理責任のある一般廃棄物について、現在、県内には埋立て可能な処分場がないこ

とから、市町村が長期間にわたり安定的に一般廃棄物の処理責任を果たしていけるよう、市町村の

連携による広域的な一般廃棄物最終処分場の整備に向けた取り組みを支援しています。 
 

（５）産業廃棄物の処理対策 

①産業廃棄物の処理対策の推進 
産業廃棄物の処理対策の推進については、昭和53年4月以降、産業廃棄物処理計画を策定
し、これに基づき取り組んできたところですが、平成23年8月には、一般廃棄物を含めた廃棄物
全般にわたる第2次山梨県廃棄物総合計画を策定し、様々な施策を展開しています。 
廃棄物の排出抑制、循環的利用については、基本的に事業者の取り組みへの支援により、そ

の促進を図ることとし、適正処理については、生活環境の保全を図るための排出事業者や産業

廃棄物処理業者の監視や指導、円滑な廃棄物処理施設の設置を進めるための事前協議制度、

廃棄物の不法投棄や野外焼却などの不適正処理防止対策などにより、その推進を図っていま

す。 
 
②監視・指導等の状況 

ア 監視・指導 

産業廃棄物の適正処理を推進し、生活環境の保全を図るため、次のとおり排出事業所の

立入検査を行うとともに、産業廃棄物処理業者の監視・指導を実施しました。 

区　分 立入検査数 改善指導数

産業廃棄物収集運搬業者 228 78

産業廃棄物処分業者 128 51

特別管理産業廃棄物収集運搬業者 7 1

特別管理産業廃棄物処分業者 4 1

産業廃棄物処理施設 187 30

産業廃棄物排出事業者 674 300

        合        計 1,228 461

排出事業所等立入件数（平成24年度）

 

イ 処理業者の状況 

平成24年度末における産業廃棄物処理業者の状況は、次のとおりです。 

○産業廃棄物処理業者 ○特別管理産業廃棄物処理業者

業者数 業者数

1,658 233

中間処理 98 中間処理 7

最終処分 2 最終処分 1

産業廃棄物処理業許可状況（平成24年度末現在）

処分業

収集運搬業

区   分 区   分

収集運搬業

処分業

 

ウ 中間処理施設の状況 

平成24年度末における事業者及び処理業者が設置している中間処理施設の整備状況は、
次のとおりです。 
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産業廃棄物処理施設（中間処理施設） 処理能力

汚泥の脱水 10㎥/日超 12(1)

汚泥の乾燥（機械） 10㎥/日超 3(2)

汚泥の乾燥（天日） 100㎥/日超 0

汚泥の焼却 5㎥/日超 3(3)

廃油の油分分離 10㎥/日超 0

廃油の焼却 1㎥/日超 3(3)

廃酸・廃アルカリの中和 50㎥/日超 1(1)

廃プラスチック類の破砕 5t/日超 8(8)

廃プラスチック類の焼却 0.1t/日超 3(3)

木くず又はがれき類の破砕 5t/日超 91(79)

コンクリート固型化 0

水銀を含む汚泥のばい焼 0

シアンの分解 2(2)

廃PCBの等の焼却

PCB汚染物の洗浄

その他の焼却 200kg/h以上 10(6)

合計 138(108)

許可施設数

（注）処理施設は法第15条第1項に基づく許可施設である。同一施設であって2種類以上に該当する場合

は、それぞれの施設数を1とする。（　）は、処理業者が設置したもの

事業者の中間処理施設整備状況（平成24年度末現在）

 

施設等の内容 施設数 処理能力 施設等の内容 施設数 処理能力
燃え殻 繊維くず
焼却 2(2) 108.2 t　/日 焼却 7(6) 166.7 t　/日
混練固化 0 0.0 t　/日 破砕 16(2) 196.3 t　/日

汚泥 圧縮 12 1467.2 t　/日
焼却 3(3) 165.5 t　/日 減容固化 4 25.4 t　/日
堆肥化 3 223.8 t　/日 切断 2 13.8 t　/日
生物処理 1 100.0 m3/日 動植物性残さ
分級混練 1 480.0 t　/日 焼却 3(3) 129.9 t　/日
酸化・還元 1 8.0 m3/日 堆肥化 4 149.1 t　/日
脱水 4 35.8 m3/日 生物処理 1 100.0 m3/日
乾燥 4(1) 138.2 t　/日 油水分離 1 8.4 m3/日
調湿混練 0 0.0 m3/日 破砕 1(1) 28.8 t　/日
混練固化 0 0.0 t　/日 乾燥 4 122.3 t　/日
造粒固化 0 0.0 m3/日 ｺﾞﾑくず

廃油 焼却 3(3) 129.9 t　/日
焼却 3(3) 82.0 t　/日 破砕 8(4) 175.2 t　/日
堆肥化 1 90.0 m3/日 圧縮・切断等 10 466.2 t　/日
油水分離 1 8.4 m3/日 減容固化 1 16.0 t　/日

廃酸 金属くず
中和等 4(1) 1156.4 m3/日 破砕 17(8) 855.0 t　/日
乾燥 1 12.0 t　/日 圧縮・切断等 32 2606.3 t　/日

廃ｱﾙｶﾘ ガラス・陶磁器くず
中和等 6(1) 1149.4 m3/日 破砕 42(27)17357.7 t　/日
乾燥 1 12.0 t　/日 圧縮・切断等 19 1592.1 t　/日

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類 混練固化 0 0.0 t　/日
焼却 3(3) 60.0 t　/日 がれき類
破砕 25(9) 835.9 t　/日 破砕 47(43)30791.1 t　/日
圧縮・切断等 39 2963.6 t　/日 圧縮・切断 3 157.2 t　/日
減容固化等 13 35.7 t　/日 動物のふん尿

紙くず 堆肥化 1 4.0 t　/日
焼却 6(6) 163.8 t　/日 動物系固形不要物
破砕 15(6) 192.4 t　/日 焼却 2(2) 108.2 t　/日
圧縮・切断等 15 2331.5 t　/日 ばいじん
減容固化等 5 33.4 t　/日 混練固化 0 0.0 t　/日

木くず
焼却 6(6) 163.8 t　/日 特別管理
破砕 39(26) 3796.0 t　/日 廃油 2(2) 76.1 t　/日
圧縮・切断 4 245.9 t　/日 廃酸 3(1) 1135.0 m3/日
堆肥化等 2 15.7 m3/日 廃ｱﾙｶﾘ 7(1) 1170.8 m3/日
減容固化 4 25.4 t　/日 感染性 2(2) 108.2 t　/日
圧縮 3 225.1 t　/日 特定有害汚泥 2(1) 1105.0 m3/日

* 同一の処理施設で、複数の種類を処理できるため、実際の 特定有害廃酸 2(1) 1105.0 m3/日
施設数とは違いがある。実施設191施設（処分業者数97） 特定有害廃アルカリ 2(1) 1105.0 m3/日

* （　）は、法第１５条第１項の規定に基づき施設設置許可を受けた施設数

産業廃棄物処理業者の中間処理施設の整備状況（平成24年度末現在）

 

③事前協議制度 
廃棄物処理施設の設置については、計画の初期段階から地域住民に情報提供し、地域住民

の十分な理解を得ながら、計画が進められることが大切です。 
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このため、平成10年10月に法改正の内容を踏まえ、従来の事前協議制度を継続するとともに、
必要な見直しを行いました。この事前協議制度により、法の許可申請前に必要な手続きを行い、

地域住民の理解を得ながら処理施設が設置されるよう処理業者等を指導しています。 
（主な改正点） 

・住民への早期情報開示・意向の反映 

・専門委員会の意見の反映 

・合意形成の範囲の改善など 

 

（６）PCB処理基金への拠出 
PCB廃棄物処理基金は、中小企業者等が保管する高圧トランス、高圧コンデンサ等のPCB廃棄
物の処理に要する費用の軽減等に充てるため、平成13年度より、国及び都道府県からの補助金
等により造成されています。各都道府県の拠出額は、平成12年度国勢調査における人口割りで算
出され、本県は平成13年度から22年度までは1千4百万円、平成23年度からは1千50万円を拠出し
ています。なお、県内のPCB廃棄物は北海道事業として北海道室蘭市の処理施設で処理されるこ
ととなり、平成16年6月に環境大臣による事業認可がなされ、平成20年5月より処理が開始されまし
た。 
 

 

４ 廃棄物の不法投棄防止対策（環境整備課） 

 

（１）廃棄物対策連絡協議会が配置する廃棄物監視員による監視パトロールの実施 

平成3年度から、県・市町村・関係団体等で構成する廃棄物対策連絡協議会を設置し、広域的
な監視指導を実施しており、県内4つの林務環境事務所ごとに廃棄物監視員を配置し、平日昼間
の不法投棄防止パトロールを強化するとともに、廃棄物の適正処理に関する普及・啓発活動等を

実施しています。 
 

（２）休日・夜間の廃棄物不法投棄等監視パトロールの業務委託 

平成11年度から民間警備会社への委託による監視パトロールを実施しています。平成17年度か
らは、監視体制が手薄となる夜間に特化し、夜間監視パトロールとして実施していましたが、平成

21年度からは、休日・夜間監視パトロールとして実施しています。 
 

（３）不法投棄監視協力員の養成 

平成17年度から、「地域の環境は地域で守る」という観点から、日常生活の中でボランティアとし
て不法投棄の通報等の活動を行う不法投棄監視協力員を養成し、不法投棄の早期発見や未然

防止に努めるなど、不法投棄に対する県民総監視体制の確立を図っています（平成24年度末で
1,033名登録）。 

 
（４）産廃Gメンの養成・設置 
平成19年度から、不法投棄対策に対する専門的知識を有する職員を「産廃Gメン」と位置付け、

重大不法投棄事案等に対応させるとともに、所属職員の指導育成に当たらせ、不法投棄事案等の

処理解決能力の強化を図っています。 
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（５）不法投棄未然防止事業の実施 

林道脇等、現に不法投棄がなされており、放置すると更なる不法投棄のおそれのある場所を選

定し、頻繁に不法投棄される箇所に防止柵を設置するなど物理的な措置を講じる「不法投棄未然

防止事業」を実施しています。 

山中湖村山中地区（ホテルマウント富士東側道路沿い）

地区選定の理由
現に大量に不法投棄されており、放置すると更なる不法投棄が
生じるおそれが高い。

防止施設の内容 不法投棄防止柵　　Ｈ＝2m　　Ｌ＝75m　　警告看板5枚

実施主体 山中湖村

実施場所 山中湖村山中地区（ホテルマウント富士東側道路沿い）

設置日 平成24年7月10日

以降の取り組み 再発防止のための重点的な監視活動に努める。

設置地区名

事業
内容

平成24年度不法投棄未然防止事業の実施状況

 

 

（６）富士山クリーンアップ事業（産業廃棄物撤去支援事業）の実施 

富士山麓の不法投棄物の一掃を目指し、NPOが行政、業界団体等と協働して実施する産業

廃棄物の撤去活動を支援しています。平成24年度には、山梨県富士山クリーンアップ事業費補

助金（環境整備課）を活用して、富士山麓において廃タイヤ及び建設廃材の撤去活動を計11回

実施し、延べ503名のボランティアの方々の御協力により、廃タイヤ860本（16ｔ）、建設廃材25ｔ、

総計41ｔを撤去及び処分することができました。 


